
登録者(課長)名【1】 危機管理室特命主幹　田喜知　和仁　

施策評価シート
危機管理室(下水道課、都市計画課)

【一次評価】主管課(関係課)【2】
【施策の概要】

検
証
項
目

施策成果の目標達成状況
□まだ未達成 ■ほぼ達成 □目標を大きく上回る

【14】施策名【3】 分野【4】 まちづくりの方向性【5】 施策の
成果と課題 意識調査での満足度

安全なまちづくりと暮らしのため ■平均を下回る □ほぼ平均 □平均を上回る安2-1 災害に強いまちづくり 安全で快適に暮らすまちづくり 【15】に
施策実現へむけた施策全体の課題【6】 施策の目標【8】 ◇自治会・町内会や防災市民組織への防災講話の実施による自助・共助の周知に努めています。
キーワード【7】 ◇避難所運営協議会を市内小中学校に設置し、各避難所運営協議会が避難施設開設運営マニュアルの作成に取り組

　首都圏においては、直下型の大規模地震が発生する可能性が指摘されており、市 ◆耐震化の促進 　市民の生命や財産を んでおり、全27協議会中12協議会で、マニュアルまたはマニュアル（案）を作成済みであり、さらに多くの協議会
民意識調査（平成24年９月）においても、「防犯・防災などの生活安全対策」は重 ◆雨水溢水対策事業の守るため、防災基盤の で作成されるよう支援等を行っています。
要度が高い施策となっています。 推進 整備や地域防災力の向 施策の成果と課題◇避難所運営協議会主体の避難施設開設訓練が一部の協議会で実施されていますが、今後すべての協議会で実施さ
　一方、市内には耐震化されていない施設や建築物が現在も残っています。また、 ◆自助・共助・公助に上を図り、災害に強い (取組成果や目標 れるよう取り組む必要があります。
近年は、集中豪雨による都市型水害も起こっており、今後も、防災基盤整備や耐震 よる防災対策 安全・安心なまちづく ◇防災市民組織については、防災講演会やリーダー研修会、補助金の交付により、登録組織数は微増の状況となっ達成に向けた課化対策、雨水溢水対策などを引き続き進めていくことが求められています。 りを推進します。 ていますが、更なる増加を図るために、地域コミュニティの連携が課題となっています。
　また、東日本大震災の教訓を活かして、地域における自助・共助・公助による地 題、成果向上・ ◇災害時の医療救護を実施するために、市医師会等と医療救護所開設訓練を行っています。
域防災力を強化していくことが必要です。そのために、大規模災害を想定した防災 コスト削減策等) ◇防災意識の啓発のために、防災展示コーナーを活用しながら防災イベントを実施しています。
訓練、災害時要援護者（要配慮者）への支援訓練、市民、事業者、関係者の防災意概要 ◇木造住宅の耐震診断と耐震改修に要する費用の一部について、これまで累計で耐震診断150件程度、耐震改修100【16】識の向上など、日頃から地域コミュニティにおける防災意識の醸成を図る必要があ 件程度の助成を行ってきましたが、平成24年に首都直下型地震の被害想定が見直された時点をピークに助成件数は
ります。 減少傾向にあります。
 ◇東京都の条例により耐震診断が義務づけられた「特定緊急輸送道路沿道建築物」に対して、耐震診断、耐震補強

留意すべき点(都などの制度の変化・その他制約条件・社会環境の変化)【9】 設計、耐震改修に要する費用の一部を助成する制度を実施しています。

検
証
項
目

施策の重要性の変化◇西東京市地域防災計画については、平成25年８月に被害想定の修正等に伴う大幅な見直しを行っています。 □弱くなっている ■以前と同程度 □強くなっている
◇国では災害対策基本法の改正、関係法令の改正が行なわれています。 【17】

今後の方針◇また、大規模災害への対応強化のため、上位計画である防災基本計画（平成26・27年修正）や東京都地域防災計画（平成26年 意識調査での重要度
修正）が改訂されています。 □平均を下回る □ほぼ平均 ■平均を上回る

【18】

◇平成25年度以降に見直された災害対策基本法等の関連法令・上位計画との整合を図るため、西東京市地域防災計
事業群名【10】 事業群の施策上の位置づけ【11】 画を修正していきます。また、その修正の中で、防災基盤整備をさらに進めていきます。

◇避難所運営協議会メンバーの拡充を図るために、自治会・町内会、防災市民組織等地域の住民への参加を働きか

事
業
群

防災基盤の整備を進めます 自助・共助・公助の強化
1 けていきます。

◇防災訓練や避難施設開設訓練等を繰り返し行い、災害対応力の強化を図ります。今後の方針災害時の協力体制の確保に努めます 地域・関係機関との連携・協力体制の促進
2 ◇災害対策基本法の改正により、被災者保護対策の改善として、災害による被害の程度等に応じた適切な支援の実

(具体的な事業群 施を図るため、市町村長がり災証明書を遅滞なく交付し、被災者台帳を整備しなければならないこととされたこと
雨水溢水対策の充実を図ります 雨水溢水対策事業の推進

3 や事務事業を示 から、避難生活を極力短期化し、義援金の配分や応急仮設住宅への入居等、被災者の生活再建・経済活動再開にい
ち早く着手するため、住基・家屋課税台帳・地図・被害調査結果等と連動できる被災者生活再建支援システムの導しながら)耐震化対策を促進します 民間建築物の耐震化の促進

4 入に向けた検討を進めます。
【19】 ◇民間建築物の耐震化を促進するため、引き続き、木造住宅の耐震診断、耐震改修助成制度を実施するとともに、

分譲マンションの耐震診断、耐震補強設計、耐震改修に要する費用の一部助成制度の導入に向けた検討を進めます
。
◇特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を促進するため、引き続き、耐震診断、耐震補強設計、耐震改修に要する
費用の一部を助成します。

【施策の成果】

総
合
評
価

施策内容の
□ 拡充 ■ 現状維持 □ 絞込み

年度 24 25 26 27 28 29  方向性【20】
施策実施

指
標
１

名称 目標値 単位 □ 重点化 ■ 現状維持 □ 効率化「災害に強いまちづくり」に対する満足度 20％ ％ コストの
 方向性【21】

説
明

算
出
式
・

実績値 15.4 15.4 15.4 17.7 施策実施　市民の生命や財産を守るために、市が行う「災害に強いまちづくり」の取組に対
Ⅴ 成果を維持しつつ、コストも現状を維持する施策領域する評価を、市民意識調査の「市民満足度」により把握します。

  方針【22】
達成率 77% 77% 77% 89%

【一次評価後の事情変更等】

指
標
２

名称 目標値 単位防災市民組織の数 120団体 団体

説
明

算
出
式
・

実績値 83 86 89　地域における防災活動において、市民が参加する防災市民組織の果たす役割は重
要です。自助・共助の意識をもった地域での防災市民組織の数を増やすことを目標

成
果
指
標

とします。
達成率 69% 72% 74% 0% 説明【23】

指
標
３

名称 目標値 単位総合防災訓練等への参加者延べ人数（年間） 6,000人 人
【12】

説
明

算
出
式
・

実績値 3500 5050 4320　市民及び事業者が総合防災訓練や避難施設開設訓練等に参加することは、防災意
識や地域防災力の向上につながりとても重要です。総合防災訓練や防災講話等への
参加者を増やすことを目標にします。

達成率 58% 84% 72% 0% 【行革本部評価】

総
合
評
価

施策内容の
□ 拡充 ■ 現状維持 □ 絞込み

指
標
４

名称 目標値 単位  方向性【20】
施策実施

説
明

算
出
式
・

実績値 □ 重点化 ■ 現状維持 □ 効率化コストの
 方向性【21】

　災害に強いまちづくりについては、東日本大震災等から得られた教訓を活かし、地域防災計画の見直しや防災行
達成率 政無線の整備、緊急メール配信サービスや防災アプリの提供、各小中学校の避難所運営協議会の立ち上げなどを行

い、情報提供手段の拡充や市民との連携の強化に努めたほか、民間建築物の耐震化の促進、避難施設への緊急物資
達成率の平均値 68% 78% 74% 30% の充実、自主防災組織活動に対する支援などに取り組んできました。判断理由等

　市民意識調査結果では、満足度は上昇傾向にあることから、前回評価以降施策内容・実施コストともに拡充・重
【市民意見】【13】 【24】 点化を図ってきた現在の水準を引き続き維持しながら、有事に備えた防災基盤の整備や協力体制の構築に取り組ん

でいくことが必要と判断しました。24年度 27年度

満足度(％) 15.4% 満足度(％) 17.7% 満足度(％)
各年次の市民意識調査で、

満足度 満足度 満足度 施策ごとの「満足、やや満 施策実施-0.35 -0.23 Ⅴ 成果を維持しつつ、コストも現状を維持する施策領域(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント) 足」「重要、やや重要」の   方針【22】
合計値として算出しています。重要度(％) 83.2% 重要度(％) 83.2% 重要度(％)

重要度 重要度 重要度1.53 1.49
(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント)



　：評価年度【

災害対策本部の

2

充実 危機管理室 　防災

8

センターは、建築から

】

既に15年以上が経過

事

し、災害対策本部室の

務

機材も老朽化し

てきて

事

いるため、機材の更新

業

等を行っています。

4

サ

,841 3,194 1

ー

,647 　災害時の対

ビ

応力の維持・強化にな

ス

り

ます。

Ｂ

貢献度
名称【2

災害時の効果的な

5

情報

提供手段の調査・

】

検討

危機管理室 　防災

担

行政無線の屋外拡声子

当

局ごとの「聞こえ」に

課

関する音達調査を行い

【

改善を図って

います。

2

0 0 0 　防災行政無線

6

の音達調査結果により

】

、市内の音の伝わりの

概

状況把握ができ

、対応

要

策の検討が図れます。

【

Ｂ

27】 の評価

2 自

施

主防災組織活動への

支

策

援

危機管理室 　防災市

に

民組織の結成を促進し

お

、地域の防災活動を効

け

果的に行うことを目的

る

に、市民が

防災活動を

位

行うために自主的に設

置

立した防災市民組織に

づ

対し、その活動経費の

け

一部を補

助しています

【

。

7,117 3,00

3

0 4,117 継続実施

1

(平成25年度)

中 　

】

地域の防災力向上に役

水

立っています

。

Ｂ

準との 【32】

防災意識の

事

啓発 危機管理室 　防災

業

展示コーナーを活用し

費

ながら、スタンプラリ

人

ーなどの親子で参加で

件

きる防災イベ

ントなど

費

も取り入れた防災イベ

 

ントを実施しています

(

。

2,155 508 1

直

,647 事業化

(平成

近

21年度)

－ 　災害に

)

対する意識向上に寄与

【

します

。

Ｂ

29】
 比較【

災害時の相互協力

3

体制

の充実

危機管理室

0

　「災害時要援護者」

】

及び「避難行動要支援

1

者」対策に関し、前者

緊

を主に見守りと情報

支

急

援、後者を主に避難支

情

援として取組の棲み分

報

けを図り、庁内関係課

ネ

と連携し、対象者

名簿

ッ

作成及び更新を行い、

ト

警察・消防等関係機関

ワ

及び関係団体に提供し

ー

ています。

8,924

ク

690 8,234 　要

の

援護者対策の強化が図

運

れます。 Ｂ

用、整備

危機管

3 雨水溢水対策事

理

業の推

進

下水道課 　近

室

年多発するゲリラ豪雨

　

等による道路冠水、浸

防

水被害について、被害

災

地域に応じた浸

透施設

行

、貯留槽及び既設管の

政

改修工事等を実施して

無

います。

349,75

線

6 333,288 16

の

,468 改善・見直し

整

(23)

中 　近年多発

備

するゲリラ豪雨等の状

、

況を

踏まえ対象地域に

運

適した手法を検討し

、

用

緊急性など優先順位を

を

考慮しながら

計画的に

行

推進しています。

Ａ

います。

　市内

雨水幹線

の

整備事業の実

施

下水道

防

課 　本市における雨水

災

排水の流末河川（石神

・

井川及び白子川）の河

防

川整備に合わせた計画

犯

的な雨水幹線整備工事

に

を推進していきます。

関

8,234 0 8,23

す

4 継続実施 － 　市民の

る

生命や財産を守るうえ

情

で浸水

被害の防止は、

報

河川改修と合わせた雨

を

水幹線整備を進め安全

携

・安心なまちづ

くりを

帯

めざします。

Ａ

電話やパソコン

4 民間建築物

に

の耐震化の

促進

都市計

メ

画課 　大規模地震等が

ー

発生した際の住宅・建

ル

築物の倒壊による被害

で

軽減及び住民の安全確

送

保

を図るために、一定

信

の条件にあてはまる住

す

宅・建築物の耐震性の

る

向上に資する改修等の

、

費用の一部を助成して

登

います。

755,27

録

8 745,397 9,

制

881 改善・見直し

(

緊

平成25年度)

中 　耐

急

震化に要する費用の一

メ

部を助成す

ることで、

ー

民間建築物の耐震化を

ル

促進

します。

Ａ

配信サービス「西

事

東

業の合計 1,366,

京

813 1,293,5

市

30 73,283

安全・安心いーなメール」を実施するとともに、市の

ツイッター・フェイスブックにも配信しています。

 

72,650 64,416 8,234 改善・見直し

(平成23年度)

上 　災害情報等の提供を住民に行うこと

ができます。

Ｂ

緊急物資の充実、防災

備蓄倉庫の整備

危機管理室 　西東京市地域防災計画に基づき、防災資器材等の備蓄・調達を行い、応急対策活動が

円滑にできるよう備えています。

33,358 26,77

【

1 6,587 継続実施

施

(平成20年度)

中 　

策

公助としての備蓄品等

内

の充実を図る

ことがで

の

きます。

Ｂ

事務事業貢献度

消防団活動基盤の

判

充実 危機管理室 　「消

定

防団の装備の基準（昭

】

和63年消防庁告示３

安

号）」に沿い、消防団

2

の安全確保のた

めの装

-

備や大規模災害に対応

1

する救助活動用資機材

 

の計画的な充実を図っ

災

ています。

124,5

害

00 116,266 8

に

,234 　消防団の充

強

実強化につながってい

い

ま

す。

Ａ

まちづくり
総コ

防火貯水槽の整備・

ス

検

討

危機管理室 　消火

ト

活動に必要な消防水利

(

整備については防災基

千

盤整備の一環として、

円

西東京消防署

等と連携

)

を図りながら、消防水

事

利の不足地域に公設の

業

耐震性防火貯水槽を計

群

画的に配置

します。

0

2

0 0 継続実施

(平成2

6

0年度)

中 　消防水利

市

の不足地域の解消にな

の

り、

防災基盤の強化に

　

なります。

Ｂ


